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① この事前内示資料は、今次招集された通常宗議会に上程を予定する案件を想定したものであり、

それらの案件に関する宗議会議員各位の基本的理解を得ることを目的として、送付するものです。 

 したがって、その目的以外の目的のためにこの事前内示資料を利用する行為は、禁止いたします。 

 

② この事前内示資料の記載内容については、誤謬、脱漏を含む諸事情や条件等により数値や字句等

の訂正や削除等が行われることがあります。したがって、今次招集された通常宗議会に対し実際に

上程される案件と比較して内容が異なる場合がありますので、この旨あらかじめご了承ください。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議案第●号 曹洞宗規程廃止案 

１ 

教学規程第８号 

 

曹洞宗育英会規程を廃止する規程制定案 

 

教 学 部  

 

（曹洞宗育英会規程の廃止） 

第１条 曹洞宗育英会規程は、廃止する。 

 

（貸付金回収に関する経過措置） 

第２条 この規程の施行の日前に廃止前の曹洞宗育英会規程の規定に基づき貸し付けた貸付金に関する

管理回収事務は、なお従前の例による。 

 

（曹洞宗育英資金特別会計の設置に関する経過措置） 

第３条 曹洞宗財務規程第６７条非収益部門第３号及び第７３条に規定する曹洞宗育英資金特別会計

は、前条の貸付金に関する管理回収事務を目的とする経費の範囲内において、その事務の結了に至

るまでの間は、なお存続する。 

 

（曹洞宗育英資金特別会計の残余財産に関する経過措置） 

第４条 財政部長は、曹洞宗育英資金特別会計に属する資産のうち、第２条の貸付金に関する管理回収

事務の目的以外にわたる資産については、いつでも、本宗の一般会計に繰り入れることができる。 

 

２ 第２条の貸付金に関する管理回収事務が結了してもなお、曹洞宗育英資金特別会計に資産がある場

合は、その残余財産は、全て本宗の一般会計に繰り入れるものとする。 

 



 

曹洞宗規程廃止案（「曹洞宗育英会規程を廃止する規程」制定案） 

２ 

（関係宗制の一部変更） 

第５条 内局は、前条の規定により曹洞宗育英資金特別会計の残余財産を全て本宗の一般会計に繰り入

れたときは、曹洞宗育英会規程の廃止に伴う残務処理の終了により必要とされる曹洞宗宗制様式の

取扱いに関する規程中一部変更、曹洞宗財務規程中一部変更、曹洞宗宗務庁組織及び事務分掌規程中

一部変更並びに曹洞宗宗務庁文書及び公印規程中一部変更の提案を遅滞なく検討し、所要の措置を

講ずるものとする。 

 

   附 則 

 この規程は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 



議案第●号 曹洞宗規程中一部変更案 

３ 

曹洞宗宗務所規程中一部変更案 

総 務 部  

変 更 案 現   行 事  由 

   

（宗務所） 

第２条 宗門は、前条の目的達成のため、

原則として、都道府県ごとに宗務所を

設ける。 

（宗務所） 

第２条 宗門は、前条の目的達成のため、

原則として、都道府県ごとに宗務所を

置く。 

 

宗制中の整合を図る

ため、字句を整理 

２ 宗務所の名称は、原則として「曹洞宗

何々都道府県宗務所」という。 

２ 宗務所の名称は、原則として「曹洞宗

何都道府県宗務所」という。 

宗制中の整合を図る

ため、字句を追加 

   

（合併宗務所） 

第３条 都道府県内の寺院が５０か寺以下

の場合においては、これを隣接する他の

都道府県とあわせて一宗務所とすること

ができる。 

（合併宗務所） 

第３条 都道府県内の寺院が５０か寺以下

の場合においては、これを隣接する他の

都道府県と合わせて一宗務所とすること

ができる。 

 

宗制中の整合を図る

ため、字句を整理 

   

（宗務所の分轄） 

第４条 ・・・・・。 

（宗務所の分轄） 

第４条 ・・・・・。 

 

２ 前項の宗務所の名称は、第２条第２項

の規定にかかわらず、「曹洞宗何 都々道

府県第何々宗務所」という。 

２ 前項の宗務所の名称は、第２条第２項

の規定にかかわらず、「曹洞宗何都道

府県第何宗務所」という。 

宗制中の整合を図る

ため、字句を追加 

３ ・・・・・。 ３ ・・・・・。  

   

（宗務所の事務所） 

第５条 宗務所は、その事務所を宗務所

条例（宗務所が特別寺院であるときは、

当該宗教法人の認証規則）に定める所在

地（次の各号に掲げる事項が記載された

ものに限る。）に設ける。 

（宗務所の事務所） 

第５条 宗務所は、その事務所を宗務所

条例（宗務所が特別寺院であるときは、

当該宗教法人の認証規則）に定める所在

地（次の各号に掲げる事項が記載された

ものに限る。）に置く。 

 

宗制中の整合を図る

ため、字句を整理 



 

曹洞宗規程中一部変更案（「曹洞宗宗務所規程」中一部変更案） 

４ 

 （１） ・・・・・ 

 （２） ・・・・・ 

 （３） ・・・・・ 

 （１） ・・・・・ 

 （２） ・・・・・ 

 （３） ・・・・・ 

 

２ 前項の要件を満たさないときは、宗務

所は、その事務所を宗務所長の本務寺

に設ける。ただし、宗務所会の議決に

より、他の適当な場所に設けることが

できる。この場合においては、直ちに、

その旨を宗務所位置変更届（様式総務

第１号）により総務部長に届け出なけれ

ばならない。 

２ 前項の要件を満たさないときは、宗務

所は、その事務所を宗務所長の本務寺

に置く。ただし、宗務所会の議決によ

り、他の適当な場所に置くことができ

る。この場合においては、直ちに、その

旨を宗務所位置変更届（様式総務第１

号）により総務部長に届け出なければ

ならない。 

宗制中の整合を図る

ため、字句を整理 

   

（事務処理事項） 

第１５条 宗務所が処理する事項は、次の

各号に掲げるとおりとする。 

（事務処理事項） 

第１５条 宗務所が処理する事項は、次の

とおりとする。 

 

宗制中の整合を図る

ため、字句を追加 

 （１） ・・・・・ 

     ～  
 （１４） ・・・・・ 

 （１） ・・・・・ 

     ～  
 （１４） ・・・・・ 

 

   

（備付表簿） 

第１６条 宗務所には、次の各号に掲げる

表簿を備えて、整理保管しなければなら

ない。 

（備付表簿） 

第１６条 宗務所には、次に掲げる表簿を

備えて、整理保管しなければならない。 

 

宗制中の整合を図る

ため、字句を追加 

 （１） ・・・・・ 

     ～  
 （１７） ・・・・・ 

 （１） ・・・・・ 

     ～  
 （１７） ・・・・・ 

 

   

第１８条 宗務所の経費は、宗務所条例で

定めるところにより、次の各号に掲げる

収入をもってこれに充てる。 

第１８条 宗務所の経費は、宗務所条例で

定めるところにより、次に掲げる収入を

もってこれに充てる。 

宗制中の整合を図る

ため、字句を追加 



 

曹洞宗規程中一部変更案（「曹洞宗宗務所規程」中一部変更案） 

５ 

 （１） ・・・・・ 

 （２） ・・・・・ 

 （３） ・・・・・ 

 ２ ・・・・・。 

 ３ ・・・・・。 

 （１） ・・・・・ 

 （２） ・・・・・ 

 （３） ・・・・・ 

 ２ ・・・・・。 

 ３ ・・・・・。 

 

   

（教区及び教区事務所） 

第２０条 宗務所管内における地勢及び

慣行により概ね３０か寺を基準として

教区を設け、かつ、教区ごとに教区事務

所を設ける。 

（教区及び教区事務所） 

第２０条 宗務所管内における地勢及び

慣行により、概ね３０か寺を基準として

教区を設け、教区ごとに教区事務所を

置く。 

 

宗制中の整合を図る

ため、字句を整理 

２ ・・・・・。 ２ ・・・・・。  

３ 第１項の教区事務所は、教区長の本務

寺に設ける。ただし、当該教区内の住職

の協議により、他の適当な場所に設ける

ことができる。 

３ 第１項の教区事務所は、教区長の本務

寺に置く。ただし、当該教区内の住職

の協議により、他の適当な場所に置く

ことができる。 

宗制中の整合を図る

ため、字句を整理 

   

（教区長） 

第２２条 ・・・・・。 

（教区長） 

第２２条 ・・・・・。 

 

２ 教区長は、教区内の住職が互選した

者を、教区長任命申請書（様式総務第

４号）をもって宗務所長の申請により、

管長が任命する。ただし、他の宗務執行

機関及びそれに係る役職員は、教区長

を兼ねることができない。 

２ 教区長は、教区内の住職が互選した

者を、教区長任命申請書（様式総務第

４号）をもって宗務所長の申請により、

管長が任命する。ただし、他の宗務執行

機関の役職員は、教区長を兼ねること

ができない。 

宗制中の整合を図る

ため、字句を整理 

３ 教区長の任期は、４年とし、その期間

は、前任者の任期満了の日の翌日から

起算する。ただし、補欠による後任者

の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 教区長の任期は、４年とし、前任者

の任期満了の日の翌日から起算する。

ただし、補欠によるときは、前任者の

残任期間とする。 

規程中の整合を図る

ため、字句を整理 

４ ・・・・・。 ４ ・・・・・。  



 

曹洞宗規程中一部変更案（「曹洞宗宗務所規程」中一部変更案） 

６ 

５ 教区長は、辞任後又は任期満了後で

あっても、後任者（前項に規定する事

務取扱が任命されるときは、その事務

取扱）が就任する日の前日までは、その

職務を代行する。 

５ 教区長は、辞任又は任期満了後も、

後任者（前項に定める事務取扱が任命

されたときは、その事務取扱）が就任

するときまで、なおその職務を代行す

る。 

宗制中の整合を図る

ため、字句を整理 

６ 教区長の任期について、第３項から

前項までに掲げる事項以外の事項は、

第９条の規定を例とする。 

６ 教区長の任期に関し、第３項から前

項までに関する以外の事項は、第９条

の規定を例とする。 

宗制中の整合を図る

ため、字句を整理 

   

（宗務所条例の規定事項） 

第３４条 宗務所会に関する次の各号に

掲げる事項は、宗務所条例で定めなけれ

ばならない。 

（宗務所条例の規定事項） 

第３４条 宗務所会に関する次に掲げる

事項は、宗務所条例で定めなければなら

ない。 

 

宗制中の整合を図る

ため、字句を追加 

 （１） ・・・・・ 

 （２） ・・・・・ 

 （３） ・・・・・ 

 （４） ・・・・・ 

 （５） ・・・・・ 

 （１） ・・・・・ 

 （２） ・・・・・ 

 （３） ・・・・・ 

 （４） ・・・・・ 

 （５） ・・・・・ 

 

   

第８章 宗務所長及び実務担当者会議 第８章 宗務所長及び実務担当者会議 
 

   

（会議） 

第３７条 宗門の地方における宗務を円滑

に処理するため、宗務所長及び実務担当

者会議（以下この章において「会議」

という。）を開催するものとする。 

（会議） 

第３７条 宗門の地方における宗務を円滑

に処理するため、宗務所長及び実務担当

者会議（以下この章において「会議」

という。）を開催するものとする。 

 

参考表記（変更なし） 

２ 前項の会議は、毎年１回、内局が招集

する。ただし、必要に応じ、臨時に招集

することができる。 

２ 前項の会議は、毎年１回、内局が招集

する。ただし、必要に応じ、臨時に招集

することができる。 

参考表記（変更なし） 



 

曹洞宗規程中一部変更案（「曹洞宗宗務所規程」中一部変更案） 

７ 

３ 前項本文の規定にかかわらず、内局

は、緊急の事態により会議を開催する

ことが困難であると認めるときは、会議

を招集しないこととすることができる。

会議を招集しないことについて合理的

な理由があると内局が認めるときも、

また同様とする。 

３ 第１項の会議は、天災その他やむを

得ない事情により宗務庁で開催すること

が困難であるとき、その他内局が必要と

認めるときは、管区単位で開催すること

ができる。 

会議を招集しない措置

について柔軟な対応が

できるよう整備し、

かつ、非効率な管区

単位での開催を取り

止めるため、字句を

整理のうえ後段規定

を新設 

   

（会議の出席者） （会議の出席者）  

第３８条 会議には、それぞれ宗務所の

所長及び主事のうち１人並びに内局員が

出席するものとする。 

第３８条 会議には、それぞれ宗務所の

所長及び主事のうち１人並びに内局員が

出席するものとする。 

参考表記（変更なし） 

２ 所長が事故その他の事由により会議に

出席できないときは、第１１条第２項の

規定による職務代理者が代理出席する

ものとし、主事の全てが事故その他の

事由により会議に出席できないときは、

書記のうち１人が代理出席するものと

する。 

２ 所長が事故その他の事由により会議に

出席できないときは、第１１条第２項の

規定による職務代理者が代理出席する

ものとし、主事の全てが事故その他の

事由により会議に出席できないときは、

書記のうち１人が代理出席するものと

する。 

参考表記（変更なし） 

   

（欠席者による会議への参加及び出席者

以外の者による会議の傍聴） 

  

第３８条の２ 前条に規定する出席者は、

天災その他のやむを得ない理由により

会議を招集しようとする場所に参集する

ことが困難であるときは、あらかじめ

申し出て、情報通信の技術を利用する

方法により会議に参加することができ

る。 

 やむを得ない理由に

よる欠席者について、

インターネット回線を

接続する方式での会議

参加を正式導入する

ため、条を新設 



 

曹洞宗規程中一部変更案（「曹洞宗宗務所規程」中一部変更案） 

８ 

２ 前条に規定する出席者を除く宗務所

役職員は、あらかじめ申し出て、情報

通信の技術を利用する方法により、又は

所定の傍聴席で、会議を傍聴すること

ができる。 

３ 前２項による出席者を除く宗務所の

役職員は、あらかじめ申し入れること

により、会議に出席し、会議中に質問

をすることができる。 

任意の出席希望者は、

インターネット回線を

接続する方式を正式

導入し、かつ、会議

出席を傍聴に改める

ため、字句を整理 

（現行第３８条第３項

を、新設する第３８条

の２の項に移行する） 

３ 前項の規定により傍聴席にある者は、

次の各号に掲げる事項を守らなければ

ならない。 

 （１） 相当の服装をすること。 

 （２） 傍聴席に着くこと。 

 （３） 出席者の言論に対して賛否を

表明しないこと。 

 （４） 食事又は喫煙をしないこと。 

 （５） 静粛を旨とし、けん騒にわたる

行為をしないこと。 

 （６） その他会議の秩序を乱し、又は

会議の妨害になるような行為を

しないこと。 

 傍聴席にあるときの

遵守事項について、

項を新設 

   

（議事） 

第４０条 内局は、会議において、次の

各号に掲げる宗務処理の実情及び運営

について報告し、又は通知する。 

（議事） 

第４０条 内局は、会議において、次に

掲げる宗務処理の実情及び運営について

報告し、又は通知する。 

 

宗制中の整合を図る

ため、字句を追加 

 （１） ・・・・・ 

     ～  
 ３ ・・・・・。 

 （１） ・・・・・ 

     ～  
 ３ ・・・・・。 

 



 

曹洞宗規程中一部変更案（「曹洞宗宗務所規程」中一部変更案） 

９ 

   

（周知） 

第４１条 所長は、会議で聴取した宗務

処理の実情及び運営のうち必要と認める

事項について、当該宗務所管内の寺院に

対し周知させるための措置を講ずるもの

とする。 

（周知） 

第４１条 所長は、会議で聴取した宗務

処理の実情及び運営のうち必要と認める

事項について、当該宗務所管内の寺院に

対し周知させるための措置を講ずるもの

とする。 

 

参考表記（変更なし） 

   

（経費の補助） 

第４２条 会議に要する経費のうち、宗務

所役職員の旅費は、当該宗務所が負担

するものとする。この場合において、

旅費の一部又は全部は、本宗が補助する

ことができる。 

（経費の補助） 

第４２条 会議に要する経費のうち、宗務

所役職員の旅費は、当該宗務所が負担

するものとする。この場合において、

旅費の全部又は一部は、本宗が補助する

ことができる。 

 

宗制中の整合を図る

ため、字句を整理 

２ 前項の補助は、第３８条第１項及び

第２項の規定により出席する宗務所役

職員に限るものとし、当該宗務所からの

請求により交付する。この場合の旅費

は、第５条の規定による宗務所の事務所

から会議地までの路程に応じ、曹洞宗

役職員旅費規程の例により計算する。 

２ 前項の補助は、第３８条第１項及び

第２項の規定により出席する宗務所役

職員に限るものとし、当該宗務所からの

請求により交付する。この場合の旅費

は、第５条の規定による宗務所の事務所

から会議地までの路程に応じ、曹洞宗

役職員旅費規程の例により計算する。 

参考表記（変更なし） 

   

第９章 補則  補則事項の章を新設 

   

（この規程の所管等） 

第４３条 この規程及びこの規程の細則

は、総務部長が所管する。 

  

規程の所管者につい

て、条を新設 

２ この規程の改廃及びこの規程の細則の

制定改廃に関する事務は、総務部長が

所管する。 

 規程改廃と細則制定

改廃の所管者につい

て、項を新設 
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曹洞宗規程中一部変更案（「曹洞宗宗務所規程」中一部変更案） 

１０ 

３ この規程及びこの規程の細則に定める

もののほか、この規程及びこの規程の

細則を実施するため必要な施行細目の

制定改廃は、総務部長の提案を受けて

曹洞宗責任役員会が行う。 

 施行細目の制定改廃

について、項を新設 

   

   附 則（  年  月  日）   

 この変更規程は、令和７年４月１日から

施行する。 

  

   

 

 



議案第●号 曹洞宗規程中一部変更案 

１１ 

曹洞宗教育規程中一部変更案 

教 学 部  

変 更 案 現   行 事  由 

   

第９章 削除（令和７年４月１日） 第９章 曹洞宗研究員 曹洞宗研究員の廃止

に伴い、不要となる

章を削除 

   

 

第７２条 削除（令和７年４月１日） 

（研究員） 

第７２条 教学部長は、曹洞宗研究員

（以下「研究員」という。）若干人を

選定して、宗乗、余乗、教育、布教及び

教化について必要な事項を研究させる。 

 

総合研究センターへの

「準研究員」設置に

伴い曹洞宗研究員を

廃止するため、条を

削除 

   

 

第７３条 削除（令和７年４月１日） 

（選定基準） 

第７３条 研究員は、研究心が旺盛かつ

優秀な成果が見込まれる僧侶のうちか

ら、教学部長が選定する。この場合に

おいて、前条に定める研究の必要な事項

に関して、本宗に有効かつ有益な研究と

内局が認めるときは、僧侶以外の者を

もって研究員に選定することができる。 

２ 前項に規定するもののほか、研究員

の選定に関する事項は、別に定める。 

 

曹洞宗研究員の廃止

に伴い、不要となる

条を削除 

   

 

第７４条 削除（令和７年４月１日） 

（申請） 

第７４条 研究員を志願する者は、志願

する研究内容を明記した研究員選定申

請書（様式教学第６号）に、履歴書、

 

曹洞宗研究員の廃止

に伴い、不要となる

条を削除 



 

曹洞宗規程中一部変更案（「曹洞宗教育規程」中一部変更案） 

１２ 

業績書、修学証書写等を添えて３月末

日までに、教学部長に提出しなければ

ならない。 

（関連する宗制様式は

同時に廃止される） 

   

 

第７５条 削除（令和７年４月１日） 

（誓約書） 

第７５条 研究員に選定された者は、所定

の誓約書を教学部長に提出しなければ

ならない。 

 

曹洞宗研究員の廃止

に伴い、不要となる

条を削除 

   

 

第７６条 削除（令和７年４月１日） 

（期間） 

第７６条 研究員の専攻期間は、３年と

する。ただし、事情により、１年を限り

継続を認めることができる。 

 

曹洞宗研究員の廃止

に伴い、不要となる

条を削除 

   

 

第７７条 削除（令和７年４月１日） 

（取消し） 

第７７条 研究員がその専攻期間中に次の

各号の一に該当するときは、教学部長

は、これを取り消すこととする。 

 （１） 研究を怠り、成果をあげる見込

みがないと認めたとき。 

 （２） 誓約に違反したとき。 

 （３） 死亡したとき。 

 （４） 研究員選定の辞退の申出があっ

たとき。 

 

曹洞宗研究員の廃止

に伴い、不要となる

条を削除 

   

 

第７８条 削除（令和７年４月１日） 

（成果の報告） 

第７８条 研究員は、毎年１回以上、研究

の状況を報告し、専攻期間が満了した

ときは、６か月以内に研究の成果を教学

部長に報告しなければならない。 

 

曹洞宗研究員の廃止

に伴い、不要となる

条を削除 



 

曹洞宗規程中一部変更案（「曹洞宗教育規程」中一部変更案） 

１３ 

   

 

第７９条 削除（令和７年４月１日） 

（義務） 

第７９条 研究員は、専攻期間満了後一定

期間、教学部長が指示する宗務、布教

又は教育に従事する義務を負うものと

する。 

 

曹洞宗研究員の廃止

に伴い、不要となる

条を削除 

   

 

第８０条 削除（令和７年４月１日） 

（研究費の支給） 

第８０条 研究員に対し、研究費の一部を

宗費をもって支給することができる。 

 

曹洞宗研究員の廃止

に伴い、不要となる

条を削除 

   

 

第８１条 削除（令和７年４月１日） 

（研究費の償還） 

第８１条 研究員が第７７条の規定により

研究員の資格を取り消されたときは、

支給した研究費の全額又はその一部を

償還しなければならない。ただし、教学

部長がその必要がないと認める場合は、

この限りでない。 

 

曹洞宗研究員の廃止

に伴い、不要となる

条を削除 

   

   附 則（  年  月  日）   

１ この変更規程は、令和７年４月１日

から施行する。 

  

２ この変更規程施行の際、現に曹洞宗

研究員の経歴を有する者は、引き続き

従前の曹洞宗研究員であった旨を称する

ことができる。 

 経歴保護に係る経過

措置を整備するため 

   

 

 



議案第●号 曹洞宗規程中一部変更案 

１４ 

曹洞宗総合研究センター規程中一部変更案 

教 学 部  

変 更 案 現   行 事  由 

   

（所在） 

第２条 研究センターは、宗務庁内に 

設ける。 

（所在） 

第２条 研究センターは、宗務庁内に 

置く。 

 

宗制中の整合を図る

ため、字句を整理 

   

（定義） 

第２条の２ この規程において「研究者」

とは、常任研究員、客員研究員及び委託

研究員をいう。 

（定義） 

第２条の２ この規程において「研究者」

とは、常任研究員、客員研究員及び委託

研究員をいう。 

 

参考表記（変更なし） 

２ この規程において「研修者」とは、

研究員、専門研究員、準研究員、研究生

及び研修生をいう。 

２ この規程において「研修者」とは、

研究員、専門研究員、研究生及び研修生

をいう。 

第１３条変更で新たに

置く「準研究員」に

ついて、「研修者」の

区分で定義するため、

字句を追加 

３ ・・・・・。 ３ ・・・・・。  

   

（業務） 

第３条 研究センターは、第１条に掲げる

目的を達成するため、次の業務を行う。 

 （１） ・・・・・ 

（業務） 

第３条 研究センターは、第１条に掲げる

目的を達成するため、次の業務を行う。 

 （１） ・・・・・ 

 

参考表記（変更なし） 

 （２） 本宗が社会の要請に対応する

ため必要となる、現代教学に関

する調査及び研究 

 （２） 本宗が社会の要請に対応する

ため必要となる、教学に関する

調査及び研究 

脱漏する字句を追加 

 （３） ・・・・・ 

     ～  
 （８） ・・・・・ 

 （３） ・・・・・ 

     ～  
 （８） ・・・・・ 

 

   



 

曹洞宗規程中一部変更案（「曹洞宗総合研究センター規程」中一部変更案） 

１５ 

（任期） 

第９条 役員は、任期を３年とし、再任を

妨げない。ただし、所長の再任は１回

に限るものとし、補欠による後任者

（所長を除く。）の任期は、前任者の

残任期間とする。 

（任期） 

第９条 役員の任期は３年とし、再任を

妨げない。ただし、所長の再任は１回

に限るものとし、補欠による役員（所

長を除く。）の任期は、前任者の残任

期間とする。 

 

宗制中の整合を図る

ため、字句を整理 

   

（部門） 

第１２条 研究センターに、未来創生研究

部門、近現代教団研究部門、宗学研究

部門及び教化研修部門を設ける。 

（部門） 

第１２条 研究センターに、未来創生研究

部門、近現代教団研究部門、宗学研究

部門及び教化研修部門を置く。 

 

宗制中の整合を図る

ため、字句を整理 

２ 未来創生研究部門は、本宗の活力の

向上及び持続的発展に寄与するため、

現代教学に関する業務のうち、現代及び

未来の社会において本宗が直面する事象

に係る諸課題に関する調査及び研究を

行う。 

２ 未来創生研究部門は、本宗の活力の

向上及び持続的発展に寄与するため、

教学に関する業務のうち、現代及び未来

の社会において本宗が直面する事象に

係る諸課題に関する調査及び研究を行

う。 

脱漏する字句を追加 

３ 近現代教団研究部門は、本宗の活力の

向上及び持続的発展に寄与するため、

現代教学に関する業務のうち、近現代に

おける本宗の社会的動向に関する調査

及び研究を行う。 

３ 近現代教団研究部門は、本宗の活力の

向上及び持続的発展に寄与するため、

教学に関する業務のうち、近現代におけ

る本宗の社会的動向に関する調査及び

研究を行う。 

脱漏する字句を追加 

     ～       ～   

６ 教化研修部門に、前項の人材の養成を

図るため、研究部及び研修部を設ける。 

６ 教化研修部門に、前項の人材の養成を

図るため、研究部及び研修部を置く。 

宗制中の整合を図る

ため、字句を整理 

 （１） ・・・・・。 

 （２） ・・・・・。 

７ ・・・・・。 

 （１） ・・・・・ 

 （２） ・・・・・ 

 （１） ・・・・・。 

 （２） ・・・・・。 

７ ・・・・・。 

 （１） ・・・・・ 

 （２） ・・・・・ 

 



 

曹洞宗規程中一部変更案（「曹洞宗総合研究センター規程」中一部変更案） 

１６ 

 （３） ・・・・・  （３） ・・・・・ 

   

（部門の組織） 

第１３条 研究センターの各部門は、次

の者をもって組織する。 

 （１） ・・・・・ 

 （２） ・・・・・ 

（部門の組織） 

第１３条 研究センターの各部門は、次

の者をもって組織する。 

 （１） ・・・・・ 

 （２） ・・・・・ 

 

参考表記（変更なし） 

 （３） 宗学研究部門 

   常任研究員 若干人（うち１人を

主任とし、うち１人を

副主任とする。） 

   講師 若干人 

   研究員 １０人以内 

   専門研究員 若干人 

 （３） 宗学研究部門 

   常任研究員 若干人（うち１人を

主任とし、うち１人を

副主任とする。） 

   講師 若干人 

   研究員 １０人以内 

   専門研究員 若干人 

 

   準研究員 若干人  新たに、宗学研究部門

に所属する「準研究

員」を置くため、号の

細分を新設 

（準研究員の詳細事項

は、新設する第１５条

の３に定める） 

 （４） ・・・・・ 

２ ・・・・・。 

３ ・・・・・。 

 （４） ・・・・・ 

２ ・・・・・。 

３ ・・・・・。 

 

４ 主任が欠けた場合において、その後任

者の選考を行うことができないときに

あっては、第１項及び第２項の規定に

かかわらず、運営委員会の決定により、

その後任者が就任するときまで所長又は

副所長をもってその任に充てることが

４ 主任が欠けたときにおいて、その後任

者の選考を行うことができない場合に

あっては、第１項及び第２項の規定に

かかわらず、運営委員会の決定により、

その後任者が就任するときまで、所長

又は副所長をもってその任に充てること

宗制中の整合を図る

ため、字句を整理 



 

曹洞宗規程中一部変更案（「曹洞宗総合研究センター規程」中一部変更案） 

１７ 

できる。 ができる。 

５ ・・・・・。 

６ ・・・・・。 

５ ・・・・・。 

６ ・・・・・。 

 

 （１） 宗学研究部門に置く副主任は、

特に研究員、専門研究員及び準

研究員に関する事項について、

担当部門の主任を補佐する。 

 （１） 宗学研究部門に置く副主任は、

特に研究員及び専門研究員に関

する事項について、担当部門の

主任を補佐する。 

副主任の担任事項を

整備するため、字句

を整理 

 （２） ・・・・・。  （２） ・・・・・。  

７ 主任及び副主任の任期は、担当部門の

常任研究員の職の任期中とする。ただ

し、再任を妨げない。 

７ 主任及び副主任の任期は、担当部門の

常任研究員の在任中とする。ただし、

再任を妨げない。 

運用の実情に鑑み、

さらなる明確化を図る

ため、字句を整理 

   

（常任研究員） 

第１３条の２ ・・・・・。 

２ ・・・・・。 

３ ・・・・・。 

（常任研究員） 

第１３条の２ ・・・・・。 

２ ・・・・・。 

３ ・・・・・。 

 

４ 常任研究員の任期は、個別に定める。 ４ 常任研究員の任期は、別に定める。 運用の実情に鑑み、

さらなる明確化を図る

ため、字句を整理 

   

（研究員） 

第１５条 研究員の研修受入れは、次の

各号のいずれかに該当し、かつ、本宗の

僧侶である者のうちから、運営委員会

が選考し、所長が許可する。 

 （１） 本宗の教師養成機関としての

学校のうち大学院の博士課程

（前期及び後期に区分する場合

は後期の博士課程に限る。）を

修了した者 

（研究員） 

第１５条 研究員の研修受入れは、次の

各号のいずれかに該当し、かつ、本宗の

僧侶である者のうちから、運営委員会

が選考し、所長が許可する。 

 （１） 本宗の教師養成機関としての

学校のうち大学院の博士課程

（前期及び後期に区分する場合

は後期の博士課程に限る。）を

修了した者 

 

参考表記（変更なし） 

 

 

 

参考表記（変更なし） 

 

 

 

 



 

曹洞宗規程中一部変更案（「曹洞宗総合研究センター規程」中一部変更案） 

１８ 

 （２） 本宗の教師養成機関としての

学校のうち大学院の博士課程

（前期及び後期に区分する場合

は後期の博士課程に限る。）を

単位取得満期退学した者 

 （２） 本宗の教師養成機関としての

学校のうち大学院の博士課程

（前期及び後期に区分する場合

は後期の博士課程に限る。）を

単位取得満期退学した者 

参考表記（変更なし） 

 （３） 前２号のいずれかの者と同等

以上の学識を有する者 

 （３） 前各号のいずれかの者と同等

以上の学識を有する者 

宗制中の整合を図る

ため、字句を整理 

２ 研究員の研修期間は、４年とする。 

３ 所長は、前項の研修期間の修了を予定

する研究員からその期間の延長を希望

する旨の申出があり、かつ、延長の必要

があると認めるときは、前項の規定に

かかわらず、運営委員会の同意を得て、

１回に限り延長を許可することができ

る。ただし、その申出をした研究員の

研修期間は、前項の研修期間と通じて

５年を超えてはならない。 

４ 研究員は、宗学研究部門における研修

期間中、主任に就いて学識を深めると

ともに自ら学術的課題を設定し、宗学

に関する調査及び研究を行わなければ

ならない。また、その研究の成果を発表

の場等で公開するとともに、主任が指定

する研究活動及び実地活動に参画しなけ

ればならない。 

５ 研究員に対し、その願出により、学資

に充てるための費用として、別に定める

研究センター研究員奨学金（以下「研究

員奨学金」という。）を給付することが

できる。 

２ 研究員の研修期間は、４年とする。 

３ 所長は、前項の研修期間の修了を予定

する研究員からその期間の延長を希望

する旨の申出があり、かつ、延長の必要

があると認めるときは、前項の規定に

かかわらず、運営委員会の同意を得て、

１回に限り延長を許可することができ

る。ただし、その申出をした研究員の

研修期間は、前項の研修期間と通じて

５年を超えてはならない。 

４ 研究員は、宗学研究部門における研修

期間中、主任に就いて学識を深めると

ともに自ら学術的課題を設定し、宗学

に関する調査及び研究を行わなければ

ならない。また、その研究の成果を発表

の場等で公開するとともに、主任が指定

する研究活動及び実地活動に参画しなけ

ればならない。 

５ 研究員に対し、その願出により、学資

に充てるための費用として、別に定める

研究センター研究員奨学金（以下「研究

員奨学金」という。）を給付することが

できる。 

参考表記（変更なし） 

参考表記（変更なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考表記（変更なし） 

 

 

 

 

 

 

 

参考表記（変更なし） 

 

 

 

 



 

曹洞宗規程中一部変更案（「曹洞宗総合研究センター規程」中一部変更案） 

１９ 

６ 研究員奨学金を給付される研究員と

なろうとする者は、所定の奨学金給付

願書を所長に提出し、その給付を願い

出なければならない。 

７ 運営委員会は、前項の規定により願い

出た者に対する、研究員奨学金の給付の

可否を決定する。 

８ 前３項の規定による研究員奨学金は、

給付を可とした研究員に対し、毎月１か

月分ずつ給付する。 

９ 研究員は、研究員奨学金の給付を受け

たときは、そのつど所定の受取書を所長

に提出しなければならない。 

６ 研究員奨学金を給付される研究員と

なろうとする者は、所定の奨学金給付

願書を所長に提出し、その給付を願い

出なければならない。 

７ 運営委員会は、前項の規定により願い

出た者に対する、研究員奨学金の給付の

可否を決定する。 

８ 前３項の規定による研究員奨学金は、

給付を可とした研究員に対し、毎月１か

月分ずつ給付する。 

９ 研究員は、研究員奨学金の給付を受け

たときは、そのつど所定の受取書を所長

に提出しなければならない。 

参考表記（変更なし） 

 

 

 

参考表記（変更なし） 

 

 

参考表記（変更なし） 

 

 

参考表記（変更なし） 

   

（専門研究員） 

第１５条の２ 宗学研究部門に、宗学に

関する自主的な研修に資するため、専門

研究員を受け入れることができる。 

２ 専門研究員の研修受入れは、研修期間

の修了を予定する研究員又は研究員の

研修期間を修了した者からその研修受入

れを希望する旨の申出があり、かつ、

自主的かつ積極的な研修を行おうとする

ものであると認めるときは、運営委員会

の同意を得て、所長が許可する。 

３ ・・・・・。 

４ 専門研究員は、この規程に定める各種

の奨学金給付を願い出ることができな

い。 

（専門研究員） 

第１５条の２ 宗学研究部門に、宗学に

関する自主的な研修に資するため、専門

研究員を受け入れることができる。 

２ 専門研究員の研修受入れは、研修期間

の修了を予定する研究員又は研究員の

研修期間を修了した者からその研修受入

れを希望する旨の申出があり、かつ、

自主的かつ積極的な研修を行おうとする

ものであると認めるときは、運営委員会

の同意を得て、所長が許可する。 

３ ・・・・・。 

４ 専門研究員は、この規程に定める各種

の奨学金給付を願い出ることができな

い。 

 

参考表記（変更なし） 

 

 

参考表記（変更なし） 

 

 

 

 

 

 

 

参考表記（変更なし） 

   



 

曹洞宗規程中一部変更案（「曹洞宗総合研究センター規程」中一部変更案） 

２０ 

（準研究員） 

第１５条の３ 宗学研究部門に、宗学に

関する研修に資するため、準研究員を

受け入れることができる。 

  

準研究員について、

第１５条の２第１項

と同様の規定を設ける

ため、条を新設 

（宗学研究部門への

研修受入れについて

定める） 

２ 準研究員の研修受入れは、次の各号の

いずれかに該当する者からその研修受

入れを希望する旨の申出があり、かつ、

研究心が旺盛で優秀な成果が見込まれる

ものであると認めるときは、運営委員会

の同意を得て、所長が許可する。 

 準研究員について、

第１５条第１項を参照

しつつ、第１５条の２

第２項と同様の規定

を設けるため、項を

新設 

（受入れの基本条件

および受入れ手続に

ついて定める） 

 （１） 第１５条第１項第１号又は第

２号のいずれかに該当する者 

 準研究員について、

研修受入れ希望を申し

出るに当たって必要

となる学歴条件（第

１５条準拠）を定める

ため、号を新設 

 （２） 本宗の教師養成機関としての

学校のうち大学院の博士課程

（前期及び後期に区分する場合

は後期の博士課程に限る。）に

在学する者 

 準研究員について、

研修受入れ希望を申し

出るに当たって必要

となる学歴条件（準

研究員に限る条件）

を定めるため、号を

新設 



 

曹洞宗規程中一部変更案（「曹洞宗総合研究センター規程」中一部変更案） 

２１ 

 （３） 前２号のいずれかの者と同等

以上の学識を有する者 

 第１５条第１項第３号

と同様の規定を設ける

ため、号を新設 

３ 準研究員の研修期間は、最長３年と

する。 

 準研究員について、

第１５条第２項と同様

の規定を設けるため、

項を新設 

（研修期間について

最長３年と定める） 

４ 所長は、前項の研修期間の修了を予定

する準研究員からその期間の延長を希望

する旨の申出があり、かつ、延長の必要

があると認めるときは、前項の規定に

かかわらず、運営委員会の同意を得て、

２回に限り延長を許可することができ

る。ただし、その申出をした準研究員の

研修期間は、前項の研修期間と通じて

５年を超えてはならない。 

 準研究員について、

第１５条第３項と同様

の規定を設けるため、

項を新設 

（研修期間の延長に

ついて、通算で最長

５年と定める） 

５ 準研究員は、宗学研究部門における

研修期間中、自ら学術的課題を設定し、

宗学に関する調査及び研究を行わなけれ

ばならない。また、その研究の成果を

主任が指定する学術雑誌で公開しなけ

ればならない。 

 準研究員について、

第１５条第４項と同様

の規定を設けるため、

項を新設 

（研修期間中における

調査研究その他の研修

内容について定める） 

６ 準研究員は、主任の同意を得て、宗学

研究部門が行う研究活動及び実地活動に

参画することができる。 

 準研究員について、

第１５条第４項後段を

例として、研究活動や

実地活動に参画できる

よう、項を新設 



 

曹洞宗規程中一部変更案（「曹洞宗総合研究センター規程」中一部変更案） 

２２ 

７ 準研究員に対し、その願出により、

学資に充てるための費用として、別に

定める研究センター準研究員奨学金

（以下「準研究員奨学金」という。）

を給付することができる。 

 準研究員について、

第１５条第５項と同様

の規定を設けるため、

項を新設 

（奨学金給付制度に

ついて定める） 

８ 準研究員奨学金を給付される準研究員

となろうとする者は、所定の奨学金給付

願書を所長に提出し、その給付を願い出

なければならない。 

 準研究員について、

第１５条第６項と同様

の規定を設けるため、

項を新設 

（奨学金給付の願い出

について定める） 

９ 運営委員会は、前項の規定により願い

出た者に対する、準研究員奨学金の給付

の可否を決定する。 

 準研究員について、

第１５条第７項と同様

の規定を設けるため、

項を新設 

（奨学金給付の可否

決定について定める） 

１０ 前３項の規定による準研究員奨学金

は、給付を可とした準研究員に対し、

毎月１か月分ずつ給付する。 

 準研究員について、

第１５条第８項と同様

の規定を設けるため、

項を新設 

（奨学金の給付方法

について定める） 

１１ 準研究員は、準研究員奨学金の給付

を受けたときは、そのつど所定の受取書

を所長に提出しなければならない。 

 準研究員について、

第１５条第９項と同様

の規定を設けるため、

項を新設 

（奨学金の受取書に

ついて定める） 



 

曹洞宗規程中一部変更案（「曹洞宗総合研究センター規程」中一部変更案） 

２３ 

   

（研修受入れ条件、研究成果物等） 

第１８条 ・・・・・。 

２ 所長は、研修者が研修期間内であって

も、不適当と認める者があるときは、

運営委員会に諮り、研修受入れ許可取消

しの手続を行う。 

（研修受入れ条件、研究成果物等） 

第１８条 ・・・・・。 

２ 所長は、研修者が研修期間内であって

も、不適当と認める者があるときは、

運営委員会に諮り、研修受入れ許可取消

しの手続を行う。 

 

 

参考表記（変更なし） 

３ 研修の途中で前項により研修受入れ

許可が取り消され、又は研修の途中で

本人の申出により研修受入れ許可が取り

消された場合は、研修者は、運営委員会

が指定する条件で、受給した研究員奨学

金、準研究員奨学金、研究生奨学金又は

研修生奨学金を全額返還しなければな

らない。ただし、運営委員会の協議に

より、その返還義務の一部又は全部を

免除したときは、この限りでない。 

３ 研修の途中で前項により研修受入れ

許可が取り消され、又は研修の途中で

本人の申出により研修受入れ許可が取り

消されたときは、研修者は、運営委員会

が指定する条件で、受給した研究員奨学

金、研究生奨学金又は研修生奨学金を

全額返還しなければならない。ただし、

運営委員会の協議により、その返還義務

の一部又は全部を免除することとした

場合は、この限りでない。 

研修受入れ取消し、

すなわち研修受入れを

元々許可しなかった

ことに改める場合の

全額返還について、

「準研究員奨学金」に

係る字句を追加のうえ

字句を整理 

４ ・・・・・。 

５ ・・・・・。 

４ ・・・・・。 

５ ・・・・・。 

 

   

（この規程の所管等） 

第２２条 この規程及びこの規程の細則

は、教学部長が所管する。 

（内規） 

第２２条 研究センターの円滑な運営を

図るため、内規を設けることができる。 

見出しを変更 

規程の所管者の項と

して整備するため、

字句を整理 

（現行条文は、新設

する第３項に移行の

うえ整理する） 

２ この規程の改廃及びこの規程の細則の

制定改廃に関する事務は、教学部長が

所管する。 

 規程改廃と細則制定

改廃の所管者につい

て、項を新設 



 

曹洞宗規程中一部変更案（「曹洞宗総合研究センター規程」中一部変更案） 

２４ 

３ この規程及びこの規程の細則に定める

もののほか、この規程及びこの規程の

細則を実施するため必要な施行細目の

制定改廃は、教学部長の提案を受けて

曹洞宗責任役員会が行う。 

 施行細目の制定改廃

について、現行条文

を移行整理のうえ、

項を新設 

   

   附 則（  年  月  日）   

 この変更規程は、令和７年４月１日から

施行する。 

  

   

 

 



議案第●号 曹洞宗規程中一部変更案 

２５ 

曹洞宗財務規程中一部変更案 

財 政 部  

変 更 案 現   行 事  由 

   

（宗費の賦課、徴収及び告知） 

第１８条 宗費は、宗門の寺院並びに教師

及び准教師に対し賦課する。ただし、

両大本山及びその別院、特別寺院並びに

貫首及び前貫首に対しては、この限りで

ない。 

（宗費の賦課、徴収及び告知） 

第１８条 宗費は、宗門の寺院並びに教師

及び准教師に対し賦課する。ただし、

両大本山及びその別院、特別寺院並びに

貫首及び前貫首に対しては、この限りで

ない。 

 

参考表記（変更なし） 

２ ・・・・・。 

     ～  
９ ・・・・・。 

２ ・・・・・。 

     ～  
９ ・・・・・。 

 

   

（宗費告知書の交付に係る特例） 

第１８条の２ 前条第６項の規定にかか

わらず、内局は、著しく異常かつ激甚な

非常災害の発生により損害を受けた寺院

の存立に資するため特に必要があると

認めるときは、前条第５項で定める宗費

告知書の交付を、宗費賦課当該年度の

１月１日を超えない範囲内で遅らせる

特例措置を講ずることができる。 

（宗費告知書の交付に係る特例） 

第１８条の２ 前条第６項の規定にかか

わらず、内局は、著しく異常かつ激甚な

非常災害の発生により損害を受けた寺院

の存立に資するため特に必要があると

認めるときは、前条第５項で定める宗費

告知書の交付を、宗費賦課当該年度の

１月１日を超えない範囲内で遅らせる

特例措置を講ずることができる。 

 

参考表記（変更なし） 

２ ・・・・・。 

３ ・・・・・。 

２ ・・・・・。 

３ ・・・・・。 

 

   

（賦課金の種別） 

第１９条 第１８条に規定する宗費の賦課

金の種別は、次の各号に定めるところ

による。 

（賦課金の種別） 

第１９条 前条に規定する宗費の賦課金

の種別は、次の各号に定めるところに

よる。 

 

錯誤修正のため、字句

を整理 



 

曹洞宗規程中一部変更案（「曹洞宗財務規程」中一部変更案） 

２６ 

 （１） 寺格賦課金 

 （２） 級階賦課金 

 （３） 教師賦課金 

 （４） 准教師賦課金 

 （１） 寺格賦課金 

 （２） 級階賦課金 

 （３） 教師賦課金 

 （４） 准教師賦課金 

 

   

（設置） 

第６７条 本宗は、次の各号に掲げる特別

会計を設置する。 

 （非収益部門） 

 （１） 曹洞宗僧侶共済特別会計 

     ～  

（設置） 

第６７条 本宗は、次の各号に掲げる特別

会計を設置する。 

 （非収益部門） 

 （１） 曹洞宗僧侶共済特別会計 

     ～  

 

  （４） 曹洞宗社会事業振興資金貸付等

特別会計 

関連規程廃止に伴う

残務処理が全て終了

したため、不要となる

号を削除 

 （４） 曹洞宗護持会特別会計 

 （５） 曹洞宗所有建物償却引当積立金

及び不動産取得基金特別会計 

 （６） 曹洞宗修証義公布百周年記念

育英基金特別会計 

 （７） 曹洞宗災害対策特別会計 

 （５） 曹洞宗護持会特別会計 

 （６） 曹洞宗所有建物償却引当積立金

及び不動産取得基金特別会計 

 （７） 曹洞宗修証義公布百周年記念

育英基金特別会計 

 （８） 曹洞宗災害対策特別会計 

号を繰り上げる 

号を繰り上げる 

 

号を繰り上げる 

 

号を繰り上げる 

 （収益部門） 

 （１） 曹洞宗図書印刷物等刊行特別

会計 

 （２） 曹洞宗檀信徒会館特別会計 

 （収益部門） 

 （１） 曹洞宗図書印刷物等刊行特別

会計 

 （２） 曹洞宗檀信徒会館特別会計 

 

   

 

第７４条 削除（令和６年８月１日） 

（社会事業振興資金貸付等特別会計） 

第７４条 曹洞宗社会事業振興資金貸付等

特別会計の収入は、次のものをもって

充てる。 

 

第６７条変更に伴い、

不要となる条を削除 



 

曹洞宗規程中一部変更案（「曹洞宗財務規程」中一部変更案） 

２７ 

 （１） 一般会計からの受入金 

 （２） 貸付返還金 

 （３） 貸付金の利息 

 （４） 前年度からの繰越金 

 （５） 前各号から生ずる果実 

   

   附 則（  年  月  日）   

 この変更規程は、令和６年８月１日から

施行する。 

  

   

 

 



議案第●号 曹洞宗規程中一部変更案 

２８ 

曹洞宗布教師養成所規程中一部変更案 

教 化 部  

変 更 案 現   行 事  由 

   

（趣旨） 

第１条 この規程は、曹洞宗布教教化規程

第５３条第２項の規定に基づき、曹洞宗

布教師養成所（以下「養成所」という。）

に関し必要な事項を定めるものとする。 

（趣旨） 

第１条 この規程は、曹洞宗布教教化規程

第５３条第２項の規定に基づき、曹洞宗

布教師養成所（以下「養成所」という。）

に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

参考表記（変更なし） 

   

（布教師養成所） （目的） 見出しを変更 

第２条 布教師を養成するため、宗務庁内

に養成所を設置する。 

第２条 養成所は、布教師を養成するた

め、布教の理論を修学させ、その技術を

習熟させるものとする。 

設置条項とするため、

現行第３条第１項を

移行整理 

（現行規定は新設の

第２項に移行する） 

２ 養成所においては、布教の理論を修学

させるとともに、その技術を習熟させる

ものとする。 

 現行前項を移行整理

し、項を新設 

   

（開設会場及び開設期間等） （開設期間等） 見出しを変更 

第３条 養成所は、適当な会場に開設する。 第３条 養成所は、宗務庁内に置く。 現行第４項に定める

研修課程のみならず、

養成所自体を宗務庁

以外の会場で実施する

ため、教育規程中に

定める師家養成所と

同様に字句を整理 

（現行規定は第２条

第１項に移行する） 



 

曹洞宗規程中一部変更案（「曹洞宗布教師養成所規程」中一部変更案） 

２９ 

２ 養成所の開設期間は年間２１日以内

とし、これを１単位とする。この場合に

おいて、開設期間を分けて行うことが

できる。 

２ 養成所の開設期間は、年間２１日以内

とし、これを一単位とする。この場合に

おいて、開設期間を分けて行うことが

できる。 

宗制中の整合を図る

ため、字句を整理 

３ 布教師の資質向上を図るとともに、

宗学の研鑽及び実践的布教研修のため、

養成所に研修課程をあわせて設けること

ができる。 

３ 養成所に、布教師の資質向上を図り、

宗学の研鑽及び実践的布教の研修のため

に研修課程を設置することができる。 

宗制中の整合を図る

ため、字句を整理 

 ４ 前項の研修は、現代に対応すべき布教

師養成のため現場体験その他、必要に

より宗務庁以外の会場で開催することが

できる。 

第１項変更に伴い、

時宜に応じた自在な

開設会場の選定が可能

となるため、不要な

項を削除 

   

（組織） 

第４条 養成所に、次に掲げる役職員を

置く。 

（組織） 

第４条 養成所に、所長、主任講師及び

講師若干人を置く。 

 

役員か、職員か、その

地位が不明確である

ことから、宗制中の

整合を図るため字句

を整理 

 役員 

  所長 １人 

  副所長 １人 

  主任講師 １人 

  講師 若干人 

 職員 

  幹事 １人 

  書記 若干人 

 （現行規定中の構成員

の詳細は、細分規定

を設けて役員、職員

を区分整理する） 

（運用の実情に鑑み

他の養成所と同様に

「副所長」を加える） 

（運用の実情に鑑み

他の養成所と同様に

「職員」を加える） 



 

曹洞宗規程中一部変更案（「曹洞宗布教師養成所規程」中一部変更案） 

３０ 

２ 所長は宗務総長をもって充て、副所長

は教化部長をもって充てる。 

２ 所長は、宗務総長をもって充てる。 他の養成所と同様に

「副所長」は所管部長

を充てるため、字句

を整理 

３ 所長及び副所長の任期は、その役職

の在任中とする。 

 他の養成所と同様に

任期を定めるため、

項を新設 

４ 主任講師は、宗門の教師のうちから

内局の推薦に基づいて管長が任命し、

講師は、教化部長の推薦に基づいて宗務

総長が委嘱する。 

３ 主任講師は、本宗の教師のうちから、

内局が推薦し、管長が任命する。その他

の講師は、当該部長の推薦により宗務

総長が委嘱する。 

宗制中の整合を図る

ため、字句を整理 

（項を繰り下げる） 

５ 主任講師は、任期を１年とし、再任を

妨げない。ただし、補欠による後任者の

任期は、前任者の残任期間とする。 

 運用の実情に鑑み、

役員たる主任講師の

任期の項を新設 

６ 講師は、任期を１年とし、再任を妨げ

ない。ただし、補欠による後任者の任期

は、前任者の残任期間とする。 

 運用の実情に鑑み、

役員たる講師の任期

の項を新設 

７ 幹事は、布教課長をもって充てる。  運用の実情に鑑み、

職員たる幹事の選任

（充て職とする）の

項を新設 

８ 書記は、教化部長が自らの事務部局

に属する職員のうちから選任する。 

 運用の実情に鑑み、

職員たる書記の選任

の項を新設 

   

（定員及び受講資格） 

第５条 養成所の受講者は、総定員を７０

人とする。この場合において、その総

定員のうち研修課程の受講者の定員は、

２０人以内とする。 

（定員及び受講資格） 

第５条 養成所の受講者の定員は、研修

課程受講者を含め７０名とする。ただ

し、研修課程受講者は、２０名以内と

する。 

 

宗制中の整合を図る

ため、字句を整理 



 

曹洞宗規程中一部変更案（「曹洞宗布教師養成所規程」中一部変更案） 

３１ 

２ 養成所の受講者は、年齢６５歳未満の

宗門の僧侶であって、令命２等布教師

以上の布教師のうちから、宗務所長の

推薦に基づいて内局が選定した者とす

る。 

２ 養成所受講者は、年齢６５歳未満の

本宗の僧侶であって、令命２等布教師

以上の布教師のうちから、当該宗務所長

が推薦し、内局において選定した者と

する。 

宗制中の整合を図る

ため、字句を整理 

３ 研修課程の受講者は、前項の規定に

該当する者であり、かつ、次に掲げる

要件を満たすもののうちから、教化部長

の推薦に基づいて内局が選定した者と

する。 

３ 研修課程受講者は、次に掲げる要件を

満たす者のうちから、教化部長が推薦

し、内局において選定した者とする。 

宗制中の整合を図る

ため、字句を整理 

 （１） ・・・・・。 

 （２） ・・・・・。 

 （３） ・・・・・。 

 （１） ・・・・・。 

 （２） ・・・・・。 

 （３） ・・・・・。 

 

   

（公示） 

第６条 教化部長は、養成所を開設しよう

とするときは、その期間、会場、研修

科目その他必要な事項を宗務所長に通知

し、曹洞宗報に公示しなければならない。 

  

現行第７条を移行の

うえ宗制中の整合を

図るため字句を整理

し、条を新設 

（師家養成所を例と

して権限者を変更） 

   

（受講者の推薦） 

第７条 宗務所長は、前条の通知を受けた

ときは、当該宗務所管内の第５条第２項

の規定に該当する者であり、かつ、布教

教化に熱意があると認められるものの

うちから、養成所に入所する候補者を

選出し、所定の推薦書により、教化部長

に推薦しなければならない。 

  

運用の実情に鑑み、

他の養成所と同様に

宗務所長推薦による

手続の条を新設 



 

曹洞宗規程中一部変更案（「曹洞宗布教師養成所規程」中一部変更案） 

３２ 

２ 教化部長は、前項の推薦を受けたとき

は、精査のうえ、第５条第２項及び第

３項の規定による受講者選定の結果を

当該宗務所長に通知する。 

 運用の実情に鑑み、

他の養成所と同様に

選定結果を当該所長

に通知する項を新設 

   

（聴講） 

第８条 教化部長は、１５人を上限とし

て、養成所の受講者以外の者の聴講を

認めることができる。 

（聴講） 

第６条 教化部長は、第５条に規定する

定員以外に、１５名を上限とし聴講を

認めることができる。 

 

第５条中には２種の

定員を規定するため、

誤解を招かないよう

明確化を図るため、

字句を整理 

（条を繰り下げる） 

   

 （公示） 

第７条 宗務総長は、養成所を開設する

ときは、その期間、会場、研修科目その

他必要事項を曹洞宗報に公示する。 

 

変更後第６条として

移行するため、条を

削除 

   

（修了証） 

第９条 所長は、養成所を修了して１単位

を取得した者には、修了証を交付する。 

（修了証） 

第８条 養成所を修了し、一単位を取得

した者に、修了証を授与する。 

 

宗制中の整合を図る

ため、字句を整理 

（条を繰り下げる） 

（運用の実情に鑑み、

権限者は所長とする） 

   

（経費） 

第１０条 養成所の開設に要する経費

（受講者の養成所までの交通費その他

の経費は含まない。）は、本宗の負担

とする。この場合において、所長は、

（経費） 

第９条 養成所に要する経費は、宗費を

もって支弁することができる。 

 

宗制中の整合を図る

ため、字句を整理 

（条を繰り下げる） 



 

曹洞宗規程中一部変更案（「曹洞宗布教師養成所規程」中一部変更案） 

３３ 

養成所を開設する経費に充てるため、

その経費の一部を入所者から徴収する

ことができる。 

   

   附 則（  年  月  日）   

 この変更規程は、令和７年４月１日から

施行する。 

  

   

 

 



議案第●号 曹洞宗規程中一部変更案 

３４ 

曹洞宗役職員旅費規程中一部変更案 

人 事 部  

変 更 案 現   行 事  由 

   

第１章 総則 第１章 総則  

   

（出張命令及び報告） （出張命令及び報告）  

第４条 役職員等の出張は、所管部長又

は所属長（以下「出張命令権者」とい

う。）の発する出張命令によって行わ

れなければならない。 

第４条 役職員等の出張は、出張命令権

者の発する出張命令によって行われな

ければならない。 

出張命令権者を明確

にするため、字句を

整理 

２ ・・・・・。 ２ ・・・・・。  

３ ・・・・・。 ３ ・・・・・。  

   

（旅費の種類） （旅費の種類）  

第６条 旅費の種類は、鉄道賃、船賃、

航空賃、車賃、日当、宿泊料、保険料

等とする。 

第６条 旅費の種類は、鉄道賃、船賃、

航空賃、車賃、日当、宿泊料、保険料

等とする。 

参考表記（変更なし） 

２ ・・・・・。 ２ ・・・・・。  

     ～       ～   

５ 車賃は、陸路（鉄道を除く。以下同

じ。）旅行について、別表第１の１又

は別表第２により支給する。 

５ 車賃は、別表第１又は別表第２によ

り支給する。 

旅費法、鉄道事業法

の用字に改め、現行

別表第１の変更に伴

い字句を整理 

     ～       ～   

９ 役職員等が、赴任、転任又は帰任し

た場合には、その者の僧籍所在地から

任地区間の距離により計算した旅費の

ほか、移転費として、別表第１の１、

別表第１の２又は別表第２に定める鉄

９ 役職員等が、赴任、転任又は帰任し

た場合には、その者の僧籍所在地から

任地区間の距離により計算した旅費の

ほか、移転費として、別表第１又は別

表第２に定める鉄道賃、船賃、航空賃

現行別表第１の変更

に伴い字句を整理 



 

曹洞宗規程中一部変更案（「曹洞宗役職員旅費規程」中一部変更案） 

３５ 

道賃、船賃、航空賃又は車賃に相当す

るそれぞれの１００分の５０の額を支

給する。 

又は車賃に相当するそれぞれの１００

分の５０の額を支給する。 

１０ ・・・・・。 １０ ・・・・・。  

   

第２章 国内旅費 第２章 国内旅費  

   

（鉄道賃） （鉄道賃）  

第８条 鉄道賃の額は、次の各号に規定

する旅客運賃（以下この条において

「運賃」という。）、急行料金及び特

別車両料金並びに座席指定料金によ

る。この場合において、等級が管長又

は指定職８号以上の者については、運

賃に個室料金の実費額を付加して支給

することができる。 

第８条 鉄道賃の額は、次の各号に規定

する旅客運賃、普通急行料金、特別急

行料金、グリーン料金、座席指定料金

及び寝台料金とする。この場合におい

て、指定職８号以上の者については、

個室料金を支給することができる。 

旅費法、鉄道事業法

の用字に改め、明確

化を図るため字句を

整理 

 （１） その乗車に要する運賃  （１） 乗車に要する鉄道賃 旅費法、鉄道事業法

の用字に改め、明確

化を図るため字句を

整理 

 （２） 急行料金を徴する列車を運行

する線路による旅行の場合に

は、前号に規定する運賃のほ

か、急行料金 

 （２） 普通急行料金及び特別急行料

金を徴する線路による旅行の場

合には、前号に規定する鉄道賃

のほか、普通急行料金及び特別

急行料金 

旅費法、鉄道事業法

の用字に改め、明確

化を図るため字句を

整理 

 （３） 指定職１号以上の職務にある

者が特別車両料金を徴する客車

を運行する線路による旅行をす

る場合には、第１号に規定する

運賃及び前号に規定する急行料

 （３） ２等級以上の職にある者がグ

リーン料金を徴する線路による

旅行をする場合には、前２号に

規定する鉄道賃並びに普通急行

料金及び特別急行料金のほか、

適正な支出を図るた

め、従前のグリーン

料金の適用範囲を変

更し、旅費法、鉄道

事業法の用字に改



 

曹洞宗規程中一部変更案（「曹洞宗役職員旅費規程」中一部変更案） 

３６ 

金のほか、特別車両料金 グリーン料金 め、明確化を図るた

め字句を整理 

 （４） 座席指定料金を徴する客車を

運行する線路による旅行の場合

には、第１号に規定する運賃、

第２号に規定する急行料金及び

前号に規定する特別車両料金の

ほか、座席指定料金 

 （４） 座席指定料金を徴する線路に

よる旅行をする場合には、前３

号に規定する鉄道賃、普通急行

料金及び特別急行料金並びにグ

リーン料金のほか、座席指定料

金 

旅費法、鉄道事業法

の用字に改め、明確

化を図るため字句を

整理 

２ 前項第２号に規定する急行料金は、

普通急行列車又は特別急行列車を運行

する線路による旅行で片道１００キロ

メートル以上のものに該当する場合に

限り、支給する。 

２ 前項第２号に規定する普通急行料金

及び特別急行料金は、次の各号のいず

れかに該当する場合に限り支給する。

ただし、出張命令権者が合理的な理由

があると認める場合は、この限りでな

い。 

旅費法、鉄道事業法

の用字に改め、号を

移行し、ただし書を

新設第６項に移行す

るため削除し字句を

整理 

  （１） 特別急行列車を運行する線路

による旅行で片道１００キロメ

ートル以上のもの 

本項に移行するた

め、号を削除 

  （２） 普通急行列車を運行する線路

による旅行で片道５０キロメー

トル以上のもの 

適用範囲を統一し、

本項に移行するた

め、号を削除 

３ 第１項第４号に規定する座席指定料

金は、普通急行列車及び特別急行列車

を運行する線路による旅行で、片道５

０キロメートル以上のものに該当する

場合に限り、支給する。 

３ 第１項第４号に規定する座席指定料

金は、普通急行列車及び特別急行列車

を運行する線路による旅行で、片道１

００キロメートル以上のものに該当す

る場合に限り支給する。 

指定席利用の適用の

緩和を図るため、字

句を整理 

４ 特別車両料金又は急行料金を支給す

る際、列車の乗り継ぎ乗車を必要とし

た場合には、その乗り継ぎに要した特

別車両料金又は急行料金の実費額を加

算して支給する。 

４ グリーン料金、普通急行料金又は特

別急行料金を支給する際、列車の乗り

継ぎ乗車を必要とした場合には、その

乗り継ぎに要したグリーン料金、普通

急行又は特別急行料金を加算して支給

旅費法、鉄道事業法

の用字に改め、また

実費支給とするため

字句を整理 
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する。 

５ ・・・・・。 ５ ・・・・・。  

６ 第２項及び第３項の規定にかかわら

ず、人事部長及び出張命令権者が普通

急行列車又は特別急行列車若しくは指

定座席を利用する合理的な理由がある

と認めるときは、急行料金若しくは座

席指定料金の実費額又はそれらの両方

の実費額を支給するものとする。 

 第２項及び第３項に

規定する片道距離に

かかわらず、理由に

より急行料金等を支

給する特例規定を定

めるため、項を新設

し現行第２項ただし

書を移行する 

   

（車賃） （車賃）  

第１１条 車賃の額は、全路程を通して

別表第１の１の金額を上限とする実費

額を支給する。ただし、全路程のうち

用務地が２以上にわたるときは、用務

地の数に応じ、その車賃の範囲内の実

費額を加算して支給することができ

る。 

第１１条 車賃の額は、全路程を通して

別表第１の定額を支給する。ただし、

全路程のうち用務地が２以上にわたる

ときは、用務地の数に応じ、定額の範

囲内の額を加算して支給することがで

きる。 

現行別表第１の変

更、また実費支給と

するため字句の整理 

２ 宗務庁が使用する車で旅行する場合

には、車賃を支給しない。 

２ 宗務庁が使用する車で旅行する場合

には、車賃を支給しない。 

 

３ 第１項に定める車賃の実費額が別表

第１の１に定める上限額を超えるとき

は、人事部長及び出張命令権者の承認

を得て、その車賃の実費額を支給する

ことができる。 

 理由によって規定を

超える車賃の実費支

給を可能とするた

め、項を新設 

   

（近接地内の旅費） （近接地内の旅費）  

第１２条 宗務庁に勤務する役職員等が

用務のため近接地内に出張を命ぜられ

第１２条 宗務庁に勤務する役職員等が

用務のため近接地内に出張を命ぜられ

規定を明確にするた

め、字句を整理 
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たときは、次の各号に規定する額の旅

費を支給する。この場合の近接地内と

は、宗務庁から５０キロメートル未満

とする。 

たときは、次の各号に規定する額の旅

費を支給する。 

 （１） 鉄道賃の実費額  （１） 鉄道賃の実費額  

  （２） 旅行が鉄道片道２５キロメー

トル以上５０キロメートル未満

の場合又は当該日において引き

続き７時間以上にわたる場合に

は、別表第１の日当の２分の１

の額 

日当支給の特例規定

を削除 

 （２） 用務上の必要又は天災その他

やむを得ない事情により宿泊す

る場合には、別表第１の１の宿

泊料 

 （３） 用務上の必要又は天災その他

やむを得ない事情により宿泊す

る場合には、別表第１の宿泊料 

現行第２号の削除に

伴い号を繰り上げ、

現行別表第１の変更

に伴い字句の整理 

   

（日当及び宿泊料等） （日当及び宿泊料等）  

第１３条 日当の額は、日数に応じ別表

第１の１又は別表第１の２の定額によ

り支給する。 

第１３条 日当の額は日数に応じ、宿泊

料は夜数に応じ、別表第１の定額によ

って支給する。この場合において、船

舶中に宿泊した場合には定額の１００

分の３０を、列車中に宿泊した場合に

は定額の１００分の６０を支給する。 

宿泊料及び後段は、

第２項に移行するた

め削除し、字句を整

理 

２ 宿泊料は、夜数に応じ別表第１の１

又は別表第１の２の金額を上限とする

実費額により支給する。この場合にお

いて、船舶中に宿泊した場合には別表

第１の１又は別表第１の２の上限額の

１００分の３０の額を、列車中に宿泊

した場合には別表第１の１又は別表第

 前項の宿泊料及び後

段の規定を移行整理

し、項を新設 
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１の２の上限額の１００分の６０の額

を支給する。 

３ 宗務庁の役員が、宗務庁内等におい

て、宿泊を義務として開催する研修会

又は講習会等において、業務上の事由

により宗務庁内等に宿泊した場合に

は、その夜数に応じ、別表第１の１に

定める等級に応じた宿泊料の上限額の

半額を支給するものとする。 

２ 宗務庁の役員が、宗務庁内等におい

て、宿泊を義務として開催する研修会

又は講習会等に出席した場合には、現

に出席した夜数に応じ、別表第１に定

める宿泊料に相当する額を支給するこ

とができる。 

項を繰り下げ、規定

を明確にし、宿泊料

の上限度額の半額を

支給するよう字句を

整理 

４ 第２項に定める宿泊料の実費額が別

表第１の１又は別表第１の２に定める

等級の上限額を超えるときは、人事部

長及び出張命令権者の承認を経て、そ

の宿泊料の実費額を支給することがで

きる。この場合において、当該者の別

表第１の１又は別表第１の２に定める

上限額の２倍の宿泊料をその実費額の

上限額とする。 

 理由によって規定を

超える宿泊料の実費

支給を可能とするた

め、項を新設 

   

第３章 国外旅費 第３章 国外旅費  

   

（鉄道賃、船賃、航空賃及び車賃） （鉄道賃、船賃、航空賃及び車賃）  

第１５条 鉄道賃、船賃及び航空賃は、

別表第２により実費額を支給する。 

第１５条 鉄道賃、船賃及び航空賃は、

別表第２により実費を支給する。 

規程中の整合を図る

ため、字句を追加 

２ 前項の航空賃について、指定職１号

以上の者で、用務上の必要により内局

が認めるときは、別表第２に定める等

級の直近上位の実費額を支給すること

ができる。 

２ 前項の航空賃について、２等級以上

の者で、目的地までの所要時間が８時

間を超える場合において、内局が認め

るときは、別表第２に定める等級の直

近上位の実費を支給することができ

る。 

適用等級の変更並び

に事情により直近上

位の実費を支給でき

るよう字句を整理 
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３ 航空機利用による携行手荷物は、無

料手荷物許容量以内とし、超過した携

行手荷物の運賃は個人負担とする。た

だし、用務に係る携行手荷物の運賃

は、別途支給する。 

３ 航空機利用による携行手荷物は、無

料手荷物許容量以内とし、超過した携

行手荷物の運賃は個人負担とする。た

だし、用務に係る携行手荷物の運賃

は、別途支給する。 

参考表記（変更なし） 

４ 車賃は、実費額を支給する。 ４ 車賃は、実費を支給する。 規程中の整合を図る

ため、字句を追加 

   

（日当、宿泊料及び雑費） （日当、宿泊料及び雑費）  

第１６条 日当の額は、日数に応じ、旅

行先の区分に応じた別表第３の定額に

より支給する。 

第１６条 日当の額は、日数に応じ、旅

行先の区分に応じた別表第３の定額に

より支給する。 

参考表記（変更なし） 

２ 宿泊料の額は、夜数に応じ、旅行先

の区分に応じた別表第４の額を上限と

する実費額により支給する。この場合

において、航空機又は船舶中に宿泊し

た場合には旅行先の区分に応じた別表

第４に定める上限額の１００分の３０

の額を、列車中に宿泊した場合には旅

行先の区分に応じた別表第４に定める

上限額の１００分の６０の額を支給す

る。 

２ 宿泊料の額は、夜数に応じ、旅行先

の区分に応じた別表第４の額を上限と

する実費額により支給する。この場合

において、航空機又は船舶中に宿泊し

た場合には、その額の１００分の３０

を、列車中に宿泊した場合には、その

額の１００分の６０を支給する。 

支給額の明確化を図

るため、字句を整理 

３ 雑費は、次の各号に該当する実費額

を支給する。 

３ 雑費は、次の各号に該当する実費を

支給する。 

規程中の整合を図る

ため、字句を追加 

 （１） ・・・・・  （１） ・・・・・  

 （２） ・・・・・  （２） ・・・・・  

 （３） ・・・・・  （３） ・・・・・  

   

第４章 費用弁償等 第４章 費用弁償等  

   



 

曹洞宗規程中一部変更案（「曹洞宗役職員旅費規程」中一部変更案） 

４１ 

（費用弁償等） （費用弁償等）  

第１８条 宗議会、参事会、各種委員

会、各種審議会及び各種会議（以下

「各種審議会等」という。）に出席し

た議員又は委員若しくは宗務庁の役職

員以外の者には、その費用弁償とし

て、別表第１の２に規定するその者の

資格待遇に応じ、僧籍所在地又は現在

地から会議地までの路程に応じ計算し

た旅費を支給する。 

第１８条 宗議会、参事会、各種委員

会、各種審議会及び各種会議（以下

「各種審議会等」という。）に出席し

た議員又は委員若しくは宗務庁の役職

員以外の者には、その費用弁償とし

て、別表第１に規定するその者の資格

待遇に応じ、僧籍所在地又は現在地か

ら会議地までの路程に応じ計算した旅

費を支給する。 

新設する別表に合

せ、字句を整理 

２ 前項の規定にかかわらず、同一の各

種審議会等において議員又は委員の資

格が異なる場合は、その議員又は委員

の選任の資格に応じ、旅費を支給す

る。 

２ 前項の規定にかかわらず、同一の各

種審議会等において議員又は委員の資

格が異なる場合は、その議員又は委員

の選任の資格に応じ、旅費を支給す

る。 

参考表記（変更なし） 

３ 前２項の旅費については、第６条

（第５項は除く）、第１２条、第１３

条第１項の例による。 

 項を新設し、準用規

定を規定する 

   

（宗議会議員等の旅費） 

第１９条 前条第１項に定める各種審議

会等の議員又は委員若しくは宗務庁役

職員以外の者が、各種審議会等の命令

又は委任を受けて旅行した場合には旅

費を支給する。 

（宗議会議員等の旅費） 

第１９条 前条第１項に定める各種審議

会等の議員又は委員若しくは宗務庁役

職員以外の者が、各種審議会等の命令

又は委任を受けて旅行した場合には旅

費を支給する。 

 

参考表記（変更なし） 

２ 前項の旅費は、請求をもって支給す

る。 

 支給方法の明確化を

図るため、項を新設 

   

（この規程に定めのない事項） （この規程に定めのない事項）  

第２５条 この規程に定めるもののほ 第２５条 この規程に定めるもののほ 他の規定と整合を図
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か、実施上必要な事項は、その都度曹

洞宗責任役員会に諮り、人事部長が定

める。 

か、実施上必要な事項は、その都度庁

議に諮り、人事部長が定める。 

るため字句を整理 

   

   附 則（令和  年  月  日）   

１ この変更規程は、宗議会の議決及び

曹洞宗責任役員会の決定を経た日（令和 

   年  月  日）から施行する。 

 議決決定の後、急ぎ

施行するため 

２ 第１３条第２項の変更規定は、令和

６年４月１日から適用とし、それ以外

の変更規定は、令和７年４月１日から

適用する。 

 宿泊費支給条項の適

用について経過措置

を整備するため 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

曹洞宗規程中一部変更案（「曹洞宗役職員旅費規程」中一部変更案） 

４３ 

変更案 

 

別表第１の１（第６条、第 11条、第 12条、第 13条、第 18条） 

 

 

 

 

 

 

 

国内旅費支給基準 

等級 

第１種 第２種 第３種 第４種 第５種 第６種 第７種 

備考 

鉄道賃 船賃 航空賃 
特別車両

料金 
車賃 日当 宿泊料 

管長 旅客運賃

等の実費 

旅客運賃

等の上級

の実費 

旅客運

賃等の

実費 

特別車両

料金 

3,000円

を上限と

する実費 

5,000円 50,000円を

上限とする

実費 

 

指定職８号

以上 

旅客運賃

等の実費 

旅客運賃

等の上級

の実費 

旅客運

賃等の

実費 

特別車両

料金 

3,000円

を上限と

する実費 

4,000円 17,000円を

上限とする

実費 

宗務総長 

指定職７号

以下 

旅客運賃

等の実費 

旅客運賃

等の上級

の実費 

旅客運

賃等の

実費 

特別車両

料金 

3,000円

を上限と

する実費 

4,000円 15,000円を

上限とする

実費 

部長 

２等級 旅客運賃

等の実費 

旅客運賃

等の上級

の実費 

旅客運

賃等の

実費 

 3,000円

を上限と

する実費 

3,000円 15,000円を

上限とする

実費 

課長 

 

３等級 旅客運賃

等の実費 

旅客運賃

等の下級

の実費 

旅客運

賃等の

実費 

   3,000円

を上限と

する実費 

2,000円 15,000円を

上限とする

実費 

係長 

４等級 旅客運賃

等の実費 

旅客運賃

等の下級

の実費 

旅客運

賃等の

実費 

   3,000円

を上限と

する実費 

2,000円 15,000円を

上限とする

実費 

書記 

事務員 

嘱託員 
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現 行 

 

別表第１（第６条，第 11条，第 12条，第 13条，第 18条） 

 

 

国内旅費支給基準 

等級 

第１種 第２種 第３種 第４種 第５種 第６種 第７種 

備考 

鉄道賃 船賃 航空賃 
グリー

ン料金 
車賃 日当 宿泊料 

管長 旅客運賃

等の実費 

旅客運賃

等の上級

の実費 

旅客運

賃等の

実費 

グリー

ン料金 

3,000円 10,000円 19,000円 貫首 

副貫首 

指定職８号

以上 

旅客運賃

等の実費 

旅客運賃

等の上級

の実費 

旅客運

賃等の

実費 

グリー

ン料金 

3,000円 8,000円 17,000円 宗議会議長 

審事院長 

指定職７号

以下 

旅客運賃

等の実費 

旅客運賃

等の上級

の実費 

旅客運

賃等の

実費 

グリー

ン料金 

3,000円 7,000円 14,000円 参議 

宗議会副議長 

審事院副院長 

宗議会議員 

審事院審事及び監事 

総合研究センター所長 

２等級 旅客運賃

等の実費 

旅客運賃

等の上級

の実費 

旅客運

賃等の

実費 

グリー

ン料金 

3,000円 5,000円 12,000円 宗務所長 

宗務所副所長 

各種委員 

学校長及び僧堂長 

総支配人 

教化センター統監 

国際センター所長 

国際布教総監 

３等級 旅客運賃

等の実費 

旅客運賃

等の下級

の実費 

旅客運

賃等の

実費 

   3,000円 4,000円 10,000円  

４等級 旅客運賃

等の実費 

旅客運賃

等の下級

の実費 

旅客運

賃等の

実費 

   3,000円 4,000円 10,000円  



 

曹洞宗規程中一部変更案（「曹洞宗役職員旅費規程」中一部変更案） 

４５ 

新設 

 

別表第１の２（第６条、第13条第１項、第18条） 

 

 

 

 

国内旅費支給基準 

職名 

第１種 第２種 第３種 第４種 第５種 第６種 第７種 

備考 

鉄道賃 船賃 航空賃 
特別車

両料金 
車賃 日当 宿泊料 

貫首 

副貫首 

旅客運

賃等の

実費 

旅客運

賃等の

上級の

実費 

旅客運

賃等の

実費 

特別車

両料金 

支給しない 8,000円 50,000円を

上限とする

実費 

 

宗議会議長 

審事院長 

参議 

 

旅客運

賃等の

実費 

旅客運

賃等の

上級の

実費 

旅客運

賃等の

実費 

特別車

両料金 

支給しない 7,000円 17,000円を

上限とする

実費 

 

宗議会副議長 

審事院副院長 

宗議会議員 

審事院審事及

び監事 

総合研究セン

ター所長 

旅客運

賃等の

実費 

旅客運

賃等の

上級の

実費 

旅客運

賃等の

実費 

 支給しない 7,000円 15,000円を

上限とする

実費 

両大本山監院 

 

宗務所長 

宗務所副所長 

各種委員 

学校長及び僧

堂長 

総支配人 

教化センター

統監 

国際センター

所長 

国際布教総監 

旅客運

賃等の

実費 

旅客運

賃等の

上級の

実費 

旅客運

賃等の

実費 

 支給しない 5,000円 15,000円を

上限とする

実費 

両大本山役寮

（随行者を含

む） 

 



 

曹洞宗規程中一部変更案（「曹洞宗役職員旅費規程」中一部変更案） 

４６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

曹洞宗規程中一部変更案（「曹洞宗役職員旅費規程」中一部変更案） 

４７ 

変更案 

 

別表第２（第６条、15条） 

 

国外旅費支給基準 

等級 
第１種 第２種 第３種 第４種 第５種 第６種 第７種 

備考 
鉄道賃 船賃 航空賃 車賃 日当 宿泊料 雑費 

管長 旅客運賃等
の１等実費 

旅客運賃
等の１等
実費 

ファースト
相当クラス
運賃を上限
とする実費 

実費 別表第３
による定
額 

別表第４
の額を上
限とする
実費 

実費 貫首 
副貫首 

指定職８号
以上 

旅客運賃等
の実費 

旅客運賃
等の上級
の実費 

ビジネス
相当クラ
ス運賃を
上限とす
る実費 

実費 別表第３
による定
額 

別表第４
の額を上
限とする
実費 

実費 宗議会議長 
審事院長 

指定職７号
以下 

旅客運賃等
の実費 

旅客運賃
等の上級
の実費 

上級エコ
ノミー相
当クラス
運賃を上
限とする
実費 

実費 別表第３
による定
額 

別表第４
の額を上
限とする
実費 

実費 参議 
宗議会副議長 
審事院副院長 
宗議会議員 
審事院審事及び監事 
総合研究センター所長 

２等級 旅客運賃等
の実費 

旅客運賃
等の上級
の実費 

上級エコ
ノミー相
当クラス
運賃を上
限とする
実費 

実費 別表第３
による定
額 

別表第４
の額を上
限とする
実費 

実費 宗務所長 
宗務所副所長 
各種委員 
学校長及び僧堂長 
総支配人 
教化センター統監 
国際センター所長 
国際布教総監 

３等級 旅客運賃等
の実費 

旅客運賃
等の下級
の実費 

下級エコ
ノミー相
当クラス
運賃を上
限とする
実費 

実費 別表第３
による定
額 

別表第４
の額を上
限とする
実費 

実費  

４等級 旅客運賃等
の実費 

旅客運賃
等の下級
の実費 

下級エコ
ノミー相
当クラス
運賃を上
限とする
実費 

実費 別表第３
による定
額 

別表第４
の額を上
限とする
実費 

実費  



 

曹洞宗規程中一部変更案（「曹洞宗役職員旅費規程」中一部変更案） 

４８ 

現 行 

 

別表第２（第６条，第 15条） 

 

国外旅費支給基準 

等級 
第１種 第２種 第３種 第４種 第５種 第６種 第７種 

備考 

鉄道賃 船賃 航空賃 車賃 日当 宿泊料 雑費 

管長 旅客運賃等
の１等実費 

旅客運賃
等の１等
実費 

ファースト
相当クラス
運賃を上限
とする実費 

実費 別表第
３によ
る定額 

別表第４
の額を上
限とする
実費 

実費 貫首 
副貫首 

指定職８号
以上 

旅客運賃等
の実費 

旅客運賃
等の上級
の実費 

ファース
ト相当ク
ラス運賃
を上限と
する実費 

実費 別表第
３によ
る定額 

別表第４
の額を上
限とする
実費 

実費 宗議会議長 
審事院長 

指定職７号
以下 

旅客運賃等
の実費 

旅客運賃
等の上級
の実費 

ビジネス
相当クラ
ス運賃を
上限とす
る実費 

実費 別表第
３によ
る定額 

別表第４
の額を上
限とする
実費 

実費 参議 
宗議会副議長 
審事院副院長 
宗議会議員 
審事院審事及び監事 
総合研究センター所長 

２等級 旅客運賃等
の実費 

旅客運賃
等の上級
の実費 

エコノミ
ー相当ク
ラス運賃
を上限と
する実費 

実費 別表第
３によ
る定額 

別表第４
の額を上
限とする
実費 

実費 宗務所長 
宗務所副所長 
各種委員 
学校長及び僧堂長 
総支配人 
教化センター統監 
国際センター所長 
国際布教総監 

３等級 旅客運賃等
の実費 

旅客運賃
等の下級
の実費 

エコノミ
ー相当ク
ラス運賃
を上限と
する実費 

実費 別表第
３によ
る定額 

別表第４
の額を上
限とする
実費 

実費  

４等級 旅客運賃等
の実費 

旅客運賃
等の下級
の実費 

エコノミ
ー相当ク
ラス運賃
を上限と
する実費 

実費 別表第
３によ
る定額 

別表第４
の額を上
限とする
実費 

実費  



議案第●号 曹洞宗規程中一部変更案 

４９ 

曹洞宗宗務庁組織及び事務分掌規程中一部変更案 

人 事 部  

変 更 案 現   行 事  由 

   

（教化部） （教化部）  

第７条 教化部に企画研修課、布教課及び

国際課を設け、教化部長が統理する。 

第７条 教化部に企画研修課、布教課及び

国際課を設け、教化部長が統理する。 

参考表記（変更なし） 

２ ・・・・・。 ２ ・・・・・。  

３ 布教課の所管事務は、次のとおりと

する。 

３ 布教課の所管事務は、次のとおりと

する。 

参考表記（変更なし） 

 （１） ・・・・・ 

     ～  
 （１３） ・・・・・ 

 （１） ・・・・・ 

     ～  
 （１３） ・・・・・ 

 

  （１４） 社会事業振興資金貸付規程を

廃止する規程に係る貸付金の

管理回収事務に関する事項 

関連規程廃止に伴う

残務処理が全て終了

したため、不要となる

号を削除 

 （１４） ・・・・・  （１５） ・・・・・ 号を繰り上げる 

４ ・・・・・。 ４ ・・・・・。  

   

   附 則（  年  月  日）   

 この変更規程は、令和６年８月１日から

施行する。 

  

   

 


